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概要 

東日本大震災では、災害の影響で通信ネットワークが不安定になり、また、各自が持つ端末の OS や表示形式の違いか

ら、十分な災害関連情報の共有等が行われなかった。 

そこで我々は、端末の OS や表示形式に依存しない技術仕様である次世代ブラウザ技術を利用し、災害時に様々な端末

同士が連携して、災害情報等を簡便な操作により送受信し、最適に表示させることで、効果的に情報共有を行うことを可

能とする「半自律型情報発信プラットフォーム」の研究開発を行った。 

本稿では、開発した「半自律型情報発信プラットフォーム」の概要と、実証実験での評価結果を報告する。 

１．まえがき
災害の影響を受けた地域の人々は、各自で安全に行動で

きるよう、災害直後の状況を把握できることが重要である

が、東日本大震災では、災害の影響で通信ネットワークが

不安定になるとともに、各自が持つ端末においても OS や
表示形式の違いから、十分な災害関連情報の共有等が行わ

れなかった。加えて、インターネットを使いこなせない、

あるいは、情報は発信されていたがアクセスできない状態

等の理由で災害関連情報を取得できなかった人も存在し

た。このように、災害関連情報を入手できる人と入手でき

ない人との間に情報格差が生じた。 

人々が持つ様々な情報を様々な端末間で適切に共有し、

それらを適切に表示することができれば、個々が置かれた

状況に応じた適切な情報が人々に行き渡ることが可能と

なる。 

このため、端末の OS や表示形式に依存しない技術仕様

である次世代ブラウザ技術を利用し、災害時に様々な端末

同士が連携して、災害情報等を簡便な操作により送受信し、

最適に表示させることで、効果的に情報共有を行うことを

可能とする「半自律型情報発信プラットフォーム」の研究

開発を行った。 

これにより、災害時での情報不足を補い、誰もが行動判

断に必要な情報を安心して取得できる情報格差のない社

会基盤の実現を目指すとともに、研究開発成果の国際標準

化を推進し、関連技術の実用化を促進することにより、情

報通信産業の国際競争力の強化を図ることが可能になる

と考えられる。 

２．研究開発内容及び成果

２．１．達成目標 
研究開発にあたり「半自律型情報発信プラットフォー

ム」を、以下の 3 つの技術（ア）～（ウ）に分解した（各

技術を課題ア～ウとして図１にも示した）。 

(ア) LAN接続された端末により情報伝達環境を構築す

る「災害時端末間連携技術」 

(イ) 簡単な操作による情報の送信、受信を可能にする

「災害情報送受信ユーザインタフェース技術」 

(ウ) 利用者の特性や周囲の状況に適した情報発信およ

び提示を可能にする「災害時コンテンツ最適表示技

術」 

また、それぞれの技術に対し、下記のような達成目標を

設定した。 

(ア) OS や表示形式が異なる 10 種類以上の端末の組み

合わせにおいて、災害時の避難所等において必要が

ある場合に、端末同士が相互に通信し合いながら、

災害情報等の送受信を行うために必要なアプリケ

ーションをそれぞれの端末で起動させる技術を確

立する 

(イ) OS や表示形式が異なる 10 種類以上の端末の組み

合わせにおいて、災害情報等の送受信の操作におけ

る使い勝手の良いユーザインタフェース技術を確

立する 

(ウ) OS や表示形式が異なる 10 種類以上の端末の組み

合わせにおいて、災害情報等を受信端末の画面特性

に応じて最適に表示する技術を確立する 

図１．半自律型情報発信プラットフォームを構成する技術 
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２．２．災害時端末間連携技術 
LAN 接続された端末により情報伝達環境を構築する「災

害時端末間連携技術」に対し、HTML5 を利用したスーパ

ーノード型 P2P ネットワーク構築技術を考案し、インタ

ーネット利用不可の環境下においても端末間連携・情報送

受信が行える方式を考案、実フィールドにおける検証を実

施した。以下、詳細を記載する。 

２．１で定義した達成目標を【課題ア-1】〜【課題ア-5】
として具体化した。【課題ア-1】実際の公共空間に設置さ

れたデジタルサイネージ（異なるロケーションに 1 台ずつ

で計 2 か所以上）と、被験者端末（スマートフォン、タブ

レット端末、PC で 10 種以上、計 100 台程度）を用いて、

実環境にてその相互接続性を検証する。デジタルサイネー

ジごとに異なる Wi-Fi セグメント（SSID）を設定し、各

セグメントにおいて、デジタルサイネージ、および、処理

能力（CPU、ストレージ、バッテリ能力）の高い被験者

端末をコア端末として定義する。【課題ア-2】Wi-Fi エリ

アへの被験者の出入り（Wi-Fi セグメントへの端末の出入

り）、ネットワーク状態、バッテリ消費等の環境変化が生

じてコア端末がコア端末機能を維持できなくなっても、別

の端末を新規コア端末として動的に昇格させることで、セ

グメント内で情報が流通することを検証する。また、【課

題ア-3】異なるロケーションに設置されたデジタルサイネ

ージの間を端末所持者が行き来することで情報が流通す

るかどうかの検証も実施する。流通させる情報としては、

安否情報のほか、公共交通機関の運行情報等の災害関連情

報を対象とし、【課題ア-4】平常時の広告利用に関しても

併せて検討する。【課題ア-5】Web Intents に関しては、

現状、モバイル端末からの端末発見・制御がブラウザ仕様

上、未対応であるが、これに関しては、W3C の検討状況

を随時把握しながら、可能な実装方法を検討していく。 

【課題ア-1】〜【課題ア-4】は熊本市にある上通、下通、

サンロード新市街の三つの商店街（以下、熊本市商店街）

における実証実験にて取り組んだ。【課題ア-1】について

は、5 つの異なる公衆無線 LAN エリアにおいて、15 種類

のデジタルサイネージ・スマートフォン・タブレット端

末・PC 計 105 台で相互接続を確認できたので、本課題は

達成したと判断できる。ただし、多くの店舗無線 LAN が

飛び交う実験地ではネットワークが大変不安定であり、同

時刻に 105 台すべてが相互接続している瞬間は観測でき

なかった（実験室環境では達成できている）ので、今後は

現状以上にネットワークの不安定さに堅牢なシステムを

構築する必要があると言える。【課題ア-2】については、

無線 LAN エリアにおいてコア端末の離脱・復帰を行う実

験を実施し、ネットワークの接続が維持されること、流通

する情報に欠損が生じないことが確認できたので、本課題

は達成したと判断できる。【課題ア-3】については、5 つ

の異なる公衆無線 LANエリアを端末所持者が移動すると、

各エリアに災害関連情報 が流通することが確認できたの

で、本課題は達成したと判断できる。【課題ア-4】につい

ては、広告利用そのものや広告内容へのニーズ調査を行っ

たので、本課題は達成したと判断できる。【課題ア-5】に

ついては、実地調査などにより公衆無線 LAN 環境ではセ

キュリティ観点により Web Intents の動作が制限されて

いることが判明したため、W3C・IETF で仕様策定中の

WebRTC を代替手法として選定した。検証の結果、

「NetworkServiceDiscovery API」と「WebRTC」を利用

することで、端末発見と P2P ネットワーク構築が実現可

能となることが確認できたので、本課題は達成したと判断

できる。 

２．３．災害情報送受信ユーザインタフェース技術 
簡単な操作による情報の送信、受信を可能にする「災害

情報送受信ユーザインタフェース技術」に対し、大勢の人

が殺到する、各者が同時に異なる情報への閲覧要求を持つ

等の災害時に発生しやすい状況をヒアリング・文献調査に

より精査し、このような状況下においても高いユーザエク

スペリエンスを提供できるユーザインタフェース、インタ

ラクション方式を考案、実フィールドにおける検証にて上

記課題を、一部を除いて達成したことを確認した。以下に

詳細を記載する。 

２．１で定義した達成目標を【課題イ-1】〜【課題イ-3】
として具体化した。安否確認登録や災害関連情報掲示板の

各アプリケーションを想定した環境にて、【課題イ-1】(a)
連携端末選択に関しては 95%、【課題イ-2】(b)送信情報選

択、および、【課題イ-3】(c)受信情報選択に関しては 90%

の精度を得ることを目標とする。 

【課題イ-1】、【課題イ-2】は熊本市商店街における実証

実験にて取り組んだ。【課題イ-3】は新宿駅における実証

実験にて取り組んだ。【課題イ-1】については、事前に 1
回でもシステムを利用したことがあれば 96.2％の被験者

がスマートフォンの接続先としてデジタルサイネージを

選択できることが実証できたため、本課題は達成できたと

判断できる。課題イ-2 については、安否確認において登

録・送信すべき情報を選択する精度（送信情報選択精度）

が 98％であったため、本課題は達成したと判断できる。

課題イ-3 については、受信情報選択精度は 71％となり達

成に至らなかった。未達成となった主要因は、スマートフ

ォン画面が小さく、人によってはタッチパネルと指の皮膚

の相性が悪いことにより、指で行う囲み操作をシステムが

正確に検出できなかったことである。本課題を達成するた

めには操作検出アルゴリズムの改善が必要と考えられる

と同時に、スマートフォンのタッチパネルの品質が向上す

れば、操作に失敗するユーザが減り、受信情報選択精度も

向上すると思われる。 

２．４．災害時コンテンツ最適表示技術 
利用者の特性や周囲の状況に適した情報発信および提

示を可能にする「災害時コンテンツ最適表示技術」に対し、

デジタルサイネージやスマートフォンといった端末の特

性を考慮した情報配信方式や、健常者・高齢者・視覚障が

い者に適した情報表示方式を考案、実フィールドにおける

検証にて上記課題を達成したことを確認した。以下に詳細

を記載する。 

２．１で定義した達成目標を【課題ウ-1】〜【課題ウ-5】
として具体化した。【課題ウ-1】スマートフォン、タブレ

ット端末におけるブラウザ表示に求められる要件を抽出

する。【課題ウ-2】複数 LAN にまたがるデジタルサイネー

ジ端末 10 端末で適切な表示(例えば異なる誘導場所を提

示など)の達成率が90%以上になることを実現する。また、

【課題ウ-3】表示された情報が有益か否かについて 100
名程度の主観評価実験を行い、80%以上の満足度を実現す

る。【課題ウ-4】確立した技術によって行う音声表示、文

字拡大表示、色変換表示の 3 種類の情報表現に関して、100

名程度の主観評価実験を行い、80%以上の満足度を実現す

る。また、【課題ウ-5】高齢者、障がい者に対するケアや

情報デザインに関するガイドラインを得る。 

【課題ウ-1】〜【課題ウ-4】は熊本市商店街における実

証実験にて取り組んだ。さらに、【課題ウ-3】は阿蘇くま

もと空港（以下、熊本空港）における実証実験、【課題ウ

-4】は視覚障がい者を被験者とする実証実験においても取

り組んだ。【課題ウ-1】については、アイコン・文言・レ

イアウトなどに関する 7 項目の要件を抽出したため、本課
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題は達成できたと判断できる。【課題ウ-2】については、

各 LAN内でデジタルサイネージの表示変更をおこなった

際に、全て表示が適切に変更されたことを確認したため、

本課題を達成したと判断できる。【課題ウ-3】については、

デジタルサイネージとスマートフォンを連携させた情報

提示方法の満足度は熊本市商店街における実証実験では

86.7％であった。デジタルサイネージとスマートフォンを

連携させた情報提示方法を他の方法（デジタルサイネージ

のみ・スマートフォンのみ）と比較した熊本空港における

実証実験でも、最も満足度が高くなり 87.6％であった。

よって、本課題は達成したと判断できる。【課題ウ-4】に

ついては、音声表示、文字拡大表示、色変換機能のいずれ

も 95%以上の被験者が満足、やや満足という回答を行っ

たので、本課題は達成したと判断できる。【課題ウ-5】に

ついては、災害情報提供におけるガイドラインを制定した

ため、本課題は達成したと判断できる。 

図２．熊本市商店街での実証実験の様子

図３．新宿駅での実証実験の様子

図４．熊本空港での実証実験の様子

図５．サイネージ表示画面（熊本市商店街） 

図６．スマートフォン表示画面（相互安否確認） 

３．今後の研究開発成果の展開及び波及効果創出へ

の取り組み 

３．１．国際標準化に関する計画 
本研究開発は、ITU-T Focus Group on Disaster Relief 

Systems Network Resilience and Recovery へ災害時に

おけるネットワーク要件に関する寄書と、携帯端末を連携

させた情報流通および安否確認システムのユースケース

に関する寄書を行ってきた。本 Focus Group は Study 
Group2 (以下、SG2)へ移管し、現在は SG2 にて寄書を

行っており、勧告を目指している。 

HTML5 に関わる標準化活動として、W3C の会合での

取り組みも行ってきた。また、各実証実験の結果、災害時

における情報提示手段として、デジタルサイネージの重要
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性が確認できた。現在は W3C Web-based Signage 
Business Group に焦点をあて、その中で議論されている

Emergency Profile の要求条件として提案を行っている。 

３．２．実用化に関する計画 
新宿実証実験、熊本市商店街実証実験、熊本空港実証実

験では各実験地の公衆無線 LANを管理している事業者と

意見交換しながら、想定シーンに適したネットワーク環境

を設計した。しかしながら、ラボ内実験では問題なく安定

していたシステムであっても、実フィールドにおいては継

続した接続が困難になる場合があるなどのネットワーク

に関連する新たな課題が散見された。したがって、災害時

に無線 LANが不安定な状況においても安定して動くよう、

実用化に向けた機能改善を行っていく。 

熊本商店街実証実験では、デジタルサイネージ設置実績

を多く持つ事業者とも連携してデジタルサイネージの設

計・設置を行った。各実験を通じて、災害時における情報

提示手段として、デジタルサイネージの重要性が確認でき

た。また、災害時にデジタルサイネージへ情報を表示する

にあたり、各々に設置されたデジタルサイネージ管理者の

オペレーションを支援する管理システムも考慮すべきこ

とが明らかになった。したがって、災害時において、より

効果的に情報を伝えるためのデジタルサイネージを実用

化するために、今後も同者と連携を継続し、既存サイネー

ジシステムと本研究開発技術とを融合させた設計を考案

していく予定である。 

以上で述べたように、自治体のほか、デジタルサイネー

ジ事業者などと連携を行い、災害・緊急時におけるデジタ

ルサイネージ運用ガイドラインを発表しているデジタル

サイネージコンソーシアムの動向も踏まえつつ、社会への

導入を目指し活動していく。 

３．３．予測される波及効果 
現在、公衆無線 LAN やデジタルサイネージの整備が急

激に進んでいる。さらに、オリンピック開催や富士山の世

界遺産登録などにより、今後多くの外国人渡航客が訪れる

ことが予想されている。このような環境において、本研究

開発技術は、災害などの有事が起きた際に公衆無線 LAN
を用いて各々が所持する端末を連携させることにより、携

帯回線が不通の状態になった人や日本での携帯回線契約

がない渡航客でも災害に関する情報を得る手段を提供す

ることが可能になる。また、デジタルサイネージとも連携

することによりスマートフォンを所持しない渡航客へも

情報を伝えられるほか、サイネージ画面には日本語や英語、

手元の端末には各国の母国語で表示するなどの環境も提

供可能となる。そして、有事でないときはオリンピックや

観光情報を同様の方法で提供するなど、平常時での情報提

供としても利用可能である。このように、本研究開発技術

はビジネスシーンでも災害対策シーンでも幅広いユーザ

層へ情報を流通可能な環境を提供し、安心して豊かに暮ら

せる社会の実現へ貢献することが期待される。 

４．むすび 

本稿では、端末の OS や表示形式に依存しない技術仕様

である次世代ブラウザ技術を利用し、災害時に様々な端末

同士が連携して、災害情報等を簡便な操作により送受信し、

最適に表示させることで、効果的に情報共有を行うことを

可能とする「半自律型情報発信プラットフォーム」の概要

と、実証実験での評価結果を報告した。 

２．１で定義した達成目標について、新宿実証実験、熊

本商店街実証実験、熊本空港実証実験の３回の実証実験よ

り、ほぼ達成したことを確認できた。 

今後は、国際標準化を進め、また、自治体やデジタルサ

イネージ事業者などと連携を行いながら社会への導入を

目指し活動していく方針である。 

本稿の内容は，総務省の先進的 ICT 国際標準化推進事

業「次世代ブラウザ技術を利用した災害時における情報伝

達のための端末間情報連携技術」の受託研究の成果である。 
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